
◎犯罪による収益の移転防止に関する法律 
（平成一九年三月三一日法律第二二号）   

一、提案理由（平成一九年三月一六日・衆議院内閣委員会） 

○溝手国務大臣 ただいま議題となりました犯罪による収益の移転防止に関する法律案

につきまして、その提案理由及び内容の概要を御説明いたします。 

 この法律案は、最近における犯罪による収益の移転の状況及びその防止対策に関する

国際的動向にかんがみ、特定事業者による顧客等の本人確認、取引記録等の保存、疑わ

しい取引の届け出等の措置を定めるとともに、国家公安委員会が疑わしい取引に関する

情報の集約、整理及び分析並びに関係機関に対する提供を行うこととすること等により、

犯罪による収益の移転防止を図り、あわせてテロリズムに対する資金供与の防止に関す

る国際条約等の的確な実施を確保することをその内容としております。 

 以下、項目ごとにその概要を御説明いたします。 

 第一は、特定事業者の定義についてであります。特定事業者とは、金融機関、ファイ

ナンスリース業者、クレジットカード業者、宅地建物取引業者、貴金属等取引業者、郵

便物受取・電話受付サービス業者、弁護士、司法書士、行政書士、公認会計士、税理士

等をいうこととするものであります。 

 第二は、特定事業者による措置に係る規定の整備であります。 

 その一は、特定事業者は、一定の取引について顧客等の本人特定事項の確認を行うと

ともに、その記録及び取引記録を七年間保存しなければならないこととするものであり

ます。 

 その二は、司法書士等を除く特定事業者は、その業務において収受した財産が犯罪に

よる収益である疑いがある場合等には、一定の事項を当該事業を監督する行政庁に届け

出なければならないこととするとともに、当該行政庁等は、当該届け出に係る事項を国

家公安委員会に通知するものとするものであります。 

 その三は、業として為替取引を行う特定事業者は、外国為替取引を行うときは、顧客

の本人特定事項等を通知して行わなければならないこととするものであります。 

 第三は、弁護士及び弁護士法人による本人確認等に相当する措置については、本法に

定める司法書士等の例に準じて日本弁護士連合会の会則の定めるところによるものとす

るものであります。 

 第四は、疑わしい取引の届け出に関する情報の提供に係る規定の整備であります。 

 国家公安委員会は、捜査機関等及び外国の資金情報機関に対し、疑わしい取引の届け

出に関する情報を提供することとするものであります。 

 第五は、その他の規定の整備であります。これは、特定事業者に対する監督、罰則そ

の他所要の規定を整備するものであります。 

 なお、この法律の施行期日は、一部を除き、平成十九年四月一日としております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 



 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同賜らんことをお願いいたします。 

二、衆議院内閣委員長報告（平成一九年三月二三日） 

○河本三郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、最近における犯罪による収益移転の防止対策に関する国際的動向にかんがみ、

特定事業者による顧客等の本人確認、取引記録等の保存、疑わしい取引の届け出等の措

置を講ずるとともに、国家公安委員会が疑わしい取引に関する情報の集約、整理等を行

うことにより、犯罪による収益の移転防止やテロリズムに対する資金供与の防止等を図

るものであります。 

 本案の主な概要を申し上げます。 

 第一に、特定事業者の定義についてであります。 

 特定事業者として、金融機関、ファイナンスリース業者、クレジットカード業者、宅

地建物取引業者、貴金属等取引業者、郵便物受取・電話受付サービス業者、弁護士、司

法書士、行政書士、公認会計士、税理士等をいうこととしております。 

 第二に、特定事業者による措置に係る規定の整備であります。 

 その一は、特定事業者は、一定の取引について顧客等の本人確認を行うとともに、そ

の記録及び取引記録を七年間保存しなければならないこととしております。 

 その二は、司法書士等を除く特定事業者は、その業務において収受した財産が犯罪に

よる収益である疑いがある場合等には、一定の事項を監督行政庁に届け出なければなら

ないこととするとともに、当該行政庁等は、当該届け出に係る事項を国家公安委員会に

通知するものとする等であります。 

 第三に、弁護士及び弁護士法人による本人確認等に相当する措置については、本法に

定める司法書士等の例に準じて日本弁護士連合会の会則の定めるところによるものとし

ております。 

 第四に、国家公安委員会は、捜査機関等及び外国の資金情報機関に対し、疑わしい取

引の届け出に関する情報を提供することができるとしております。 

 本案は、去る三月十五日本委員会に付託され、翌十六日溝手国家公安委員会委員長か

ら提案理由の説明を聴取した後、質疑に入りました。昨日法務委員会との連合審査会を

開会し、本日参考人から意見を聴取するなど慎重な審査を行い、質疑を終局いたしまし

た。質疑終局後、直ちに討論を行い、採決いたしましたところ、本案は賛成多数をもっ

て原案のとおり可決すべきものと決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議を付することに決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年三月二三日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の事項について十分配慮すべきである。 

一 警察の特定事業者に対する報告聴取・立入り検査については、本来の目的を超え、



濫用されることがないようにすること。また、一般国民への不当な権利侵害がないよう、

留意すること。 

  さらに、警察の行政庁に対する意見陳述については、本来の目的を超え、濫用され

ることがないようにすること。 

二 犯罪による収益の移転防止のための制度に係る今後の検討については、本法におい

て士業等特定事業者が「疑わしい取引」の届出義務の対象外とされている趣旨に鑑み、

これらの事業者が有する自治の原則または守秘義務の遵守等に十分に配慮すること。ま

た検討状況の公開が逐次行われること。 

三 「疑わしい取引」については、政令で定める事項を行政庁に届け出ることとなって

いるが、これらの判断の要件が明確でない場合、士業を除く特定事業者はその判断に窮

し、正当な取引を含めて膨大な記録の保存・報告を余儀なくされるおそれがある。「疑

わしい取引」の判断要件をできるかぎり明定するとともに、広く周知させること。また

政省令等の規定に当たっては、特定事業者の意見を十分に取り入れること。 

四 本人確認・取引記録の保存が特定事業者の業務等に負担とならないよう配慮するこ

と。 

五 法施行に当たっては、職務上の守秘義務を有するいわゆる士業等特定事業者に十分

配慮した運用がなされること。 

六 届出情報の整理・分析を国家公安委員会が行うにあたっては、外部に対する情報の

漏洩等が発生しないよう特に留意すること。また内閣官房情報セキュリティセンターが

平成十八年に実施した「府省庁の情報セキュリティ対策の実施状況に関する重点検査及

び評価結果」における警察庁に対する評価結果に鑑み、情報セキュリティ対策の早急な

改善と情報管理の徹底を図ること。 

三、参議院内閣委員長報告（平成一九年三月二九日） 

○藤原正司君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、最近における犯罪による収益の移転の状況及びその防止対策に関する国

際的動向にかんがみ、特定事業者による顧客等の本人確認、取引記録等の保存、疑わし

い取引の届出等の措置を定めるとともに、国家公安委員会が疑わしい取引に関する情報

の集約、整理及び分析並びに関係機関に対する提供を行うこと等により、犯罪による収

益の移転防止を図り、併せてテロリズムに対する資金供与の防止に関する国際条約等の

的確な実施を確保しようとするものであります。 

 委員会におきましては、溝手国家公安委員会委員長等に対して質疑を行い、また、二

名の参考人から意見を聴取いたしました。 

 委員会における主な質疑の内容は、金融情報機関、ＦＩＵを国家公安委員会に移管す

る理由とその効果、疑わしい取引の判断基準の明確化、弁護士等のいわゆる士業につい

て疑わしい取引の届出が義務付けられなかった理由、国家公安委員会が保有する疑わし



い取引に係る個人情報の管理の徹底、都道府県警察の特定事業者に対する立入検査等の

権限の濫用防止等でありますが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 本日、質疑を終わり、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべ

きものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して八項目から成る附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年三月二九日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について万全を期すべきである。 

一、犯罪による収益の移転防止及びテロ資金対策においては、国際的な連携を十分に図

ること。また、金融活動作業部会（ＦＡＴＦ）等におけるルール作りにおいては、我が

国の国情を踏まえつつ、主体的な役割を果たすことができるよう体制を整えること。 

二、本法による措置の実施に当たっては、国民及び特定事業者に過度な負担を負わせ、

その結果、健全な経済活動を萎縮させることがないよう十分配意すること。 

三、本法により新たに疑わしい取引の届出を行うこととなる特定事業者に対し、疑わし

い取引の判断要件をできる限り明確に示すこと。 

四、本法において疑わしい取引の届出が義務付けられていない、いわゆる士業等特定事

業者が、疑わしい取引と認識して自ら届出を行った場合については、免責を受けること

を可能とする等、守秘義務との両立を図ることができるような措置を検討すること。 

五、疑わしい取引の届出に係る情報の取扱いについては、特定事業者から届出を受ける

行政庁はもとより、当該情報その他の犯罪による収益に関する情報の集約、整理及び分

析を行う国家公安委員会において、外部への漏洩等が発生しないよう、情報管理の徹底

等に十分留意すること。 

六、国家公安委員会が金融情報機関（ＦＩＵ）としての機能を十分発揮できるよう、金

融庁のノウハウを活用するほか、情報の集約、整理及び分析に当たる人材の育成等体制

整備を図ること。 

七、国家公安委員会による行政庁への意見陳述及び都道府県警察による特定事業者への

立入検査等については、本来の目的を超え、濫用されることがないようにすること。ま

た、一般国民への不当な権利侵害がないよう留意すること。 

八、本法の施行状況等を勘案して行われる犯罪による収益の移転防止のための制度の検

討に当たっては、士業等特定事業者が有する自治の原則又は守秘義務の遵守、並びにこ

れらの事業者が疑わしい取引の届出の対象とされていない趣旨等に十分配慮すること。 

  右決議する。 


